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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の最近5事業年度に係る主要な経営指標等の推移

　

回次 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期

決算年月 平成17年3月 平成18年3月 平成19年3月 平成20年3月 平成21年3月

売上高 (千円) 5,400,1976,874,4708,215,0258,189,1928,901,922

経常利益 (千円) 241,397363,611450,692394,133398,572

当期純利益 (千円) 147,191205,954240,738229,753226,741

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― ─

資本金 (千円) 100,000100,000100,000309,024309,024

発行済株式総数 (株) 12,500 12,500 18,750 21,590 21,590

純資産額 (千円) 1,030,8571,213,9451,410,9622,007,0852,150,276

総資産額 (千円) 1,884,0972,397,1862,689,5613,107,9373,225,043

１株当たり純資産額 (円) 81,684.6095,915.6475,251.3492,963.6899,595.94

１株当たり配当額
(内、１株当たり
　　　中間配当額)

(円)
1,500
(　 ―)

2,400
(　 ―)

2,500
(　 ―)

3,600
(　 ―)

3,228
(   ─)

１株当たり当期純利益 (円) 10,991.3215,276.3212,839.3710,668.5710,502.17

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ─

自己資本比率 (％) 54.7 50.6 52.5 64.6 66.7

自己資本利益率 (％) 15.4 18.3 18.3 13.4 10.9

株価収益率 (倍) ― ― ― 11.2 4.8

配当性向 (％) 13.6 15.7 19.5 33.7 30.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 181,094357,119△11,921229,834100,318

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △4,686△11,162△2,085 △873 △119

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― △18,750△39,184356,187△77,319

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 792,2621,119,4691,066,2781,651,4271,674,307

従業員数
〔外、平均臨時
　　　雇用者数〕

(名) 246〔48〕254〔55〕270〔59〕289〔37〕329〔35〕
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 (注) 1　売上高には、消費税等は含まれておりません。

 2　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

 3　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

 4　株価収益率は、第25期まで当社株式が非上場かつ非登録であり、期中平均株価の把握が困難なため記載してお

りません。

 5　当社は、平成18年8月1日付で普通株式1株につき1.5株に、株式分割を行なっております。

 6　純資産額の算定にあたり、平成19年3月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第8号）を適用しております。

 7　当社は、平成19年4月6日に株式会社ジャスダック証券取引所に上場いたしました。

上場に際し、次のとおり新株式の発行を行っております。

　公募増資による増加　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,580株

　オーバーアロットメントによる売出しに関連する第三者割当増資による増加　　　　260株　

 8　従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。
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２ 【沿革】

　
　 　

昭和57年 5月
 

ＴｅｌＷｅｌ（財団法人電気通信共済会）のソフトウエアハウスとして、渋谷区
代々木に「株式会社共済情報ビジネス」（現 当社）」を設立
 

昭和58年 4月
 

ＮＴＴ加入者管理システム開発へ参画し、コーディング業務に着手

昭和61年 5月人材派遣サービス業に進出

昭和61年 6月
 

労働省（現 厚生労働省）より特定労働者派遣事業許可を取得
 

昭和63年 6月
 

業容拡大に伴い本店を新宿区高田馬場へ移転
 

平成 4年 6月
 

労働省（現 厚生労働省）より一般労働者派遣事業許可を取得し、人材派遣サービス
に本格的に進出
 

平成 8年 3月
 

業容拡大に伴い本店を新宿区上落合へ移転
 

平成 9年 6月
 

人材派遣サービス拡張に伴い横浜営業所（神奈川県横浜市神奈川区）を開設
 

平成10年 4月社名をデータリンクス株式会社へ変更、本社機能及びシステム事業の一部を渋谷区
道玄坂に移転
株式会社エヌ・ティ・ティ・データと資本提携
ＴｅｌＷｅｌ（財団法人電気通信共済会）システム部を当社へ統合及びＴｅｌＷｅ
ｌの情報システムについてトータル業務を当社へ移管
 

平成12年 3月通商産業省（現 経済産業省）システムインテグレータ企業登録
関東通信管理局一般第二種電気通信事業者の届出による取得
 

平成13年 3月ドコモ・サービス株式会社と資本提携
 

平成13年 4月株式会社データ通信システム（現：株式会社ＤＴＳ）と資本提携
 

平成14年 8月東京都特定建設業（電気通信工事業）事業者許可を取得
 

平成15年 6月テルウェル東日本株式会社と資本提携
経営改革の一環として、渋谷区道玄坂事務所を本店所在地の新宿区上落合に移転
 

平成16年11月厚生労働省有料職業紹介事業者許可を取得
 

平成17年 2月財団法人日本情報処理開発協会(JIPDEC)より、プライバシーマーク認定事業者許諾
を取得
 

平成19年 4月
 

平成20年 4月 
 

株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場
 
人材派遣サービスの多角化に伴いアウトソーシングサービス業（※）に参入

　

※　アウトソーシングサービス業：お客様のコアビジネスの集中と効率化を図る目的として、お客様の業務の一部を請け負い、

当社の人材ビジネスのノウハウ・技術を活かし、販売支援の業務委託から福利厚生、コールセンターなど、総合アウトソー

シングサービスをご提供しています。
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３ 【事業の内容】

当社は、ＮＴＴグループ及び中堅企業をコアターゲットとしてシステムソリューションサービス事業

やＢＰＯサービス事業（※1）の提供を行っております。

それぞれの事業内容は、以下のとおりであります。

　（システムソリューションサービス事業）

　　①Ｗｅｂインテグレーション

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ・イントラマートが提供するＷｅｂアプリケーション

「intra-mart」（※2）を開発基盤ツールとして用いたシステムインテグレーションのサービスを

行っております。

　　②データマイニングソリューション

データマイニング（※3）を利用し、マーケットに関する情報を採取し、販売予測や販売の分析、コ

ストや品質管理に関る原因の分析を主体に、プログラミング・統計解析・分析のサービスを行って

おります。

③基幹系システムソリューション

永年培ってきた大型コンピュータによるホスト系開発やクライアントサーバーシステムによる開

発、最近ではＥＲＰパッケージ（※4）を導入したシステム開発により、企業の根幹を担う人事・給

与や会計、販売管理といった基幹システムの開発を主体したシステムインテグレーションのサービ

スを行っております。
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　（ＢＰＯサービス事業）

①コールセンターサービス

　　　　　商品販売等のセールスを中心とするアウトバウンドサービス（※5）や商品・料金等の問い合わせに応

対するインバウンドサービス（※6）を提供しております。コールセンター業務には、スタッフのみ

を派遣する人材派遣サービス型とマネジメントから全てを請負うアウトソーシングサービス型の２

つの業務があります。

　　②ＩＴサポート＆サービス

　　　　　ＩＴエンジニアの派遣からトラブルシューティング等のヘルプデスク、データ加工処理におけるデータ

エントリーサービス、ネットワーク監視・保守サービスといった企業のＩＴインフラに関る広範囲

なサービスの提供を行っております。

　　③オフィスサポート＆サービス

　　　　　オフィス業務のサポートに向けた事務用機器操作業務や受付等の人材派遣サービスから、事務作業を一

括して代行する共通事務請負サービス、企業の販売促進をサポートする営業支援サービス、また封入

封緘業務の請負や有料職業紹介サービス等の業務を提供しております。

　

　

※1　ＢＰＯ：Business Process Outsourcingの略。企業が人事や管理業務、ロジスティクスなど、中核

　　　 ビジネス以外の業務を専門業者に委託するしくみ。

※2　intra-mart：株式会社エヌ・ティ・ティ・データ・イントラマートが開発したシステム構築基盤を実現

　　　 するＷｅｂアプリケーションであり、平成21年3月末現在において国内外2000社を超える導入実績に達し

　　　　ている。（同社発表）

　　　 当社は、平成14年11月から同社との販売ならびに製品開発に関する特約店契約を締結。

※3　データマイニング：大量のデータを加工・探索し、仮説を導き出し、場合によっては、予測モデルを構

　　　 築する一連のプロセスの総称。

※4　ＥＲＰパッケージ：Enterprise Resource Planning packageの略。企業の経営資源を有効に活用し経営

　　　 を効率化するために、基幹業務を部門ごとではなく統合的に管理するためのソフトウェアパッケージ。 

※5　アウトバウンドサービス：見込顧客に対し、電話をかけてセールスを行う業務。

※6　インバウンドサービス：見込顧客または顧客（利用者）から電話による問合せ等に応対する業務。

EDINET提出書類

データリンクス株式会社(E05681)

有価証券報告書

 6/65



　(1)　事業の相関図

　

(2)　事業の系統図
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４ 【関係会社の状況】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成21年 3月31日現在

名称 住所
資本金又は
出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
被所有割合
(％)

関係内容

(親会社)
株式会社ＤＴＳ
（注）1　

東京都港区 6,113情報サ－ビス事業
50.0
（─)

 
システムソリューションサービ
ス（システム開発に伴うＳＥＳ
支援が主体）及びＢＰＯサービ
ス（システム運用や人材派遣が
主体）の取引
 

役員の兼任　3名
 

（その他の関係会社）
日本電信電話株式会社
（注）1　

東京都千代田区 937,950

基盤的研究開発及
び同社グループ会
社への助言、あっ
せん等

29.5
(29.5)

 
ＢＰＯサービス（人材派遣）の
取引

役員の兼任　─名
 

（注）1 有価証券報告書を提出しております。

2 議決権の被所有割合の欄の（ ）内は、間接被所有割合を内数で記載しております。

　

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成21年 3月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

329〔35〕 34.6 6.9 5,255

 (注) 1 従業員数は就業人員〔当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む〕であります。

 2 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 3 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

　 臨時従業員は、パートタイマーであり、人材派遣社員を除いております。

 4 前事業年度末に比べて従業員数が40名増加していますが、この増加の大部分は平成20年4月1日に新入社員26名

を採用したことによるものであります。

　

　

(2) 労働組合の状況

当社は、情報産業労働組合連合会（情報労連）に所属しており、平成21年 3月31日現在の組合員数は

170名であります。

なお、労使関係については円滑な関係にあり、特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当事業年度におけるわが国の経済は、米国サブプライムローン問題に端を発した金融情勢への影響

や原油価格、原材料価格の高騰等から始まり、平成20年9月に生じたリーマンショック以後、外需の減速

と内需の低迷により、経済環境の悪化が一気に加速、円高や株価下落なども加わり、生産や設備投資な

ど企業活動が停滞しており、依然として先行き不透明な状況が続いております。

　情報サービス産業につきましても、経済環境の悪化に伴う業績不振から、設備投資の抑制や凍結、契約

単金の引き下げが一層強まり、更には業務の内製化やシステム開発におけるプロジェクトの凍結が顕

著に見られる一方、これまでの技術者不足から一転し、人余りといった現象が生じております。また、人

材ビジネス市場におきましても、製造業を中心に、人材派遣やアウトソーシングに依存していた企業

が、内製化とともに雇用調整を進め、派遣契約の打ち切りや派遣会社による派遣労働者の解雇など、未

就労者が続出し社会問題化しております。

このような環境の下、当社の業績は、下期以降の急速な景気減速による影響から取引先各社での設備

投資計画の凍結や見直し、一部先送り等が続出するなど、厳しい受注環境ではありましたが、新規顧客

獲得に積極的に取り組んだ結果、システムソリューションサービス事業の主力であるＷＥＢインテグ

レーション業務において、intra-mart開発関連の受注が好調であったことや、ＢＰＯサービス事業にお

いては、本格的に人材ビジネスにおける請負事業に参入するために当期より新設した「アウトソーシ

ングサービス部」での、販売サポート等のアウトソーシング業務の受注が増加したことから、売上高は

順調に推移しました。

　その一方、これまでのシステム技術者の不足感から戦略的に新規学卒者26名を採用したことに加え、

人材育成に対する積極的な投資を行なったことや、取引先各社のコスト抑制対策に伴う契約単金値下

げによるコストパフォーマンスが悪化したことから、売上高は増加したものの利益額は、前年同期並み

となりました。

　その結果、当事業年度における売上高は8,901百万円（前年同期比8.7％増）、営業利益390百万円（前

年同期比1.9％減）、経常利益398百万円（前年同期比1.1％増）、当期純利益は226百万円（前年同期比

1.3％減）となりました。

　

事業のサービス別営業概況は、次のとおりであります。

〔システムソリューションサービス事業〕

取引先各社での設備投資計画の凍結や見直し、当初計画されていた案件の先送り等、厳しい事業環境でありまし

たが、新規顧客の獲得とともに小規模案件等も積極的に受注した結果、主力のintra-mart開発によるＷＥＢインテ

グレーション業務の売上が増加しました。加えてデータマイニング業務において、要員の増強による受注体制基盤

の強化や技術ノウハウの向上が評価され、同業務の受託案件等の受注が増加した結果、売上も順調に推移したこと

により、売上高は2,366百万円（前年同期比11.4％増）となりました。
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〔ＢＰＯサービス事業〕

主要取引先各社の経費抑制等が一層強まり、労働者派遣業務が伸び悩む中、下期からは内製化や派遣契約の打ち

切り、契約単金の値下げ等が生じ苦戦を強いられる事業環境でありましたが、主要取引先に対するマネジメント力

の強化や既存顧客の維持に努めるとともに、当期より本格的に取り組み出したアウトソーシング業務において大

型案件であるＢフレッツの販売サポート業務（※）の受注により、売上が増加した結果、売上高は6,534百万円

（前年同期比7.8％増）となりました。

　サービス別の売上高推移は次のとおりであります。

（百万円未満は切り捨て）

　
事業部門

前事業年度 当事業年度 増減

　 金額 比率 金額 比率 金額 比率

　 　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

　
システムソリューションサービス 2,124 25.9 2,36626.6 24211.4

　
ＢＰＯサービス 6,064 74.1 6,53473.4 470 7.8

　
合　　　　計 8,189100.0 8,901100.0 712 8.7

※　NTT地域会社(東日本・西日本)が提供する光ファイバーによる通信サービスを一般家庭（個人宅、マンション）などに普

及させる「FTTH」(Fiber To The Home)計画を実現するために、アウトソーシングで請負って「販売サービス」の代行

支援を行なう業務のことであります。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当事業年度のキャッシュ・フローにつきましては、以下のとおりであります。

現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ22百万円増加し、当期末は1,674

百万円となりました。キャッシュ・フロー項目ごとの状況と、主な増減要因は以下のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当事業年度において営業活動の結果得られた資金は、100百万円（前年同期は229百万円の獲得）と

なりました。

前事業年度と比べ、営業活動によるキャッシュ・フローは、129百万円減少しました。これは、売上債権

の増加及び法人税等の支払等によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当事業年度において投資活動の結果使用した資金は0百万円（前年同期は0百万円の使用）となり

ました。特筆すべき事項はありません。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当事業年度において財務活動の結果使用した資金は77百万円（前年同期は356百万円の獲得）とな

りました。これは、配当金の支払いによるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

　

(1) 生産実績

当事業年度における生産実績は、次のとおりであります。

事業部門

当事業年度
自　平成20年4月 1日
至　平成21年3月31日

生産高(千円) 前年同期比(％)

システムソリューションサービス 2,333,307 112.8

合　計 2,333,307 112.8

(注) 1　金額は、販売価格によっております。

2　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当事業年度における受注実績は、次のとおりであります。

事業部門

当事業年度
自　平成20年4月 1日
至　平成21年3月31日

受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

システムソリューション
サービス

2,412,695 114.5 904,261 105.3

ＢＰＯサービス 5,795,537 100.4 1,827,811 71.2

合　計 8,208,233 104.2 2,732,073 79.8

(注) 1　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

2　上記受注高には、商品売上高も含んでおります。

3　ＢＰＯサービスには、請負契約によるものと労働者派遣契約によるものの2種類が並存する契約形態を含みます。

　

(3) 販売実績

当事業年度における販売実績は、次のとおりであります。

事業部門

当事業年度
自　平成20年4月 1日
至　平成21年3月31日

販売高(千円) 前年同期比(％)

システムソリューションサービス 2,366,923 111.4

ＢＰＯサービス 6,534,999 107.8

合　計 8,901,922 108.7

(注) 1　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

2　上記の金額は、商品売上高も含んでおります。

3　ＢＰＯサービスには、請負契約によるものと労働者派遣契約によるものの2種類が並存する契約形態を含みます。

4　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　前事業年度及び当事業年度の販売金額の割合が10％以上の販売先は、該当ありません。
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３ 【対処すべき課題】

当社が提供する情報サービス業ならびに人材ビジネス業は、いずれも人材を主力とする事業でありま

す。米国サブプライムローン問題に端を発した世界規模の金融危機、同時不況以降、景気低迷による企業

の設備投資等に対する抑制や凍結、契約単金の見直しなど、当社が属する産業においても非常に厳しい状

況が続いており、労働環境も人余り状態になるなど、その状況は前事業年度とは一変しております。

　このような状況下で当社の対処すべき課題は、前事業年度からのコアビジネスの維持と強化であると認

識しております。

　　そのための課題に対する取り組み施策は、次の通りであります。

（1）システムソリューションサービス事業 

・社員の教育を徹底し、業務ノウハウや技術ノウハウの向上に努め、お客様とのコミュニケーションを円滑

にはかっていくことにより、お客様に対するサービスの向上をはかっていきます。

（2）ＢＰＯサービス事業

・派遣スタッフの維持並びに顧客との信頼関係強化をはかり、営業マンのマネジメント力を一層強化しお客

様や派遣スタッフのフォローを徹底していきます。

　

４ 【事業等のリスク】

当社の事業展開その他に影響を及ぼすリスク等については次のようなものが考えられます。なお、当社

は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める所存であ

ります。 

　

　

（1）親会社グループとの関係について

①親会社グループにおける当社の位置付け及び競合状況について

株式会社ＤＴＳは、平成13年4月から当社株式の取得により親会社となっておりますが、平成21年3月末現在に

おいて、親会社（株式会社ＤＴＳ）グループは、株式会社ＤＴＳを含む10社で構成されており、情報サービス業を

主体に展開しております。

　親会社グループにおける情報サービス業を展開する各社は、それぞれ個々の市場基盤や得意分野が異なってお

り、当社は、これまでの商業エリアにおける実績から首都圏を専門とした中堅企業やＮＴＴグループ及びそのエ

ンドユーザー向け中小規模開発案件を担当し、Ｗｅｂアプリケーション開発やデータマイニングソリューショ

ン、基幹系システム開発を展開するとともに、人材派遣サービスの提供も行うなど、自由な事業活動を行っており

ます。また、当社は、親会社グループが受託した情報サービス事業の一部の委託も受けており、親会社グループ内

において当社が行っている人材派遣業務を通じて、当社から株式会社ＤＴＳへ人材派遣の提供を行っておりま

す。現時点では、親会社グループとの競合はないものと認識しており、事業運営上の制約等も受けておりません。

　親会社からは、今後も当社の事業の独立性を尊重していく方針を示されておりますが、将来的に親会社の経営方

針が変更した場合は、主たる業務において事業競合が発生しないことを保障するものではありません。この場合

には、当社の業績に影響を与える可能性があります。

②親会社グループとの取引関係について（平成20年4月1日～平成21年3月31日）

親会社グループとの取引は次のとおりであります。

・株式会社ＤＴＳとの取引金額　　　　797,522千円

・日本ＳＥ株式会社との取引金額　　　　4,247千円

・株式会社ＦＡＩＴＥＣとの取引金額　 83,916千円

・株式会社ＭＩＲＵＣＡとの取引金額　  8,865千円

なお、取引条件及び支払条件の決定方法は、国内の同業他社取引先と同様の条件を基本方針として決定してお

ります。また、親会社から事業運営上の制約等は受けておりませんが、将来的に親会社の事業運営上及び取引条件
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等に関する方針が変更された場合は、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

③親会社グループとの人的関係について

当社取締役5名、監査役3名のうち、当社は社外の客観的見地から経営に関する助言を得ること及び取締役会機

能の充実等を目的として、親会社である株式会社ＤＴＳから非常勤取締役2名及び非常勤監査役1名を受け入れて

おります。

なお、株式会社ＤＴＳから受入れている取締役2名及び監査役1名の親会社での役職等は次のとおりです。

　 役職 氏名 親会社での役職

　 非常勤取締役 伊東辰巳 ㈱DTS取締役執行役員産業システム事業本部長

　 非常勤取締役 村井一之 ㈱DTS取締役執行役員営業本部長

　 非常勤監査役 尾崎 実 ㈱DTS常勤監査役

※上記以外の親会社グループにおける役員兼任や従業員等の出向者の受入れ等は行なっておりません。

　

（2）ＮＴＴグループとの関係について

①ＮＴＴグループとの取引について

当社の主要取引先であるＮＴＴグループへの当事業年度における売上高比率は76.1％（6,773百万円）を占

めております。ＮＴＴグループは、その事業の規模が大きく、通信以外の分野にも多角的に事業の展開を行なって

おり、当社におけるＮＴＴグループのマーケットは今後も拡大すると認識しておりますが、万一、ＮＴＴグループ

各社が一斉に何らかの事情により各分野での事業を縮小したり、当社との取引額を削減した場合には、当社の事

業、業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

②ＮＴＴグループからの社員受入れ及び退職者ＯＢの活用について

当社は、ＮＴＴグループに対する事業の推進を図るにあたり、ＮＴＴグループから早期退職者を社員として受

入れております。平成21年3月末日現在、常勤取締役2名、執行役員2名、部長職4名、マネージャー職1名の合計9名を

受入れております。

　また、ＢＰＯサービス事業でのコールセンター業務等の体制基盤を強化するにあたり、ＮＴＴ独自の端末機操作

や商品内容における知識やノウハウを得るために、契約社員並びに派遣スタッフとしてＮＴＴグループ退職者Ｏ

Ｂの採用を行なっておりますが、今後の採用に際して、ＮＴＴグループ退職者ＯＢの確保が困難になった場合は、

当社が提供するサービスの低下が予測され、業績等へも影響を及ぼす可能性があります。

③ＮＴＴ製品における特約店契約について

当社は、平成14年11月より株式会社エヌ・ティ・ティ・データ・イントラマートと同社が著作権を有するソ

フトウェア（※）を第三者に再使用することを許可する「特約店契約」を締結しております。当社のシステムソ

リューションサービス事業におけるＷｅｂインテグレーション業務は、同社が提供するソフトウェアによる開発

を主体としており、今後も同社との契約は継続していく方針でありますが、何らかの事情により、「特約店契約」

の解除等に至った場合は、これまでの販売・開発実績における顧客基盤を失う可能性があり、当製品に係る開発

ノウハウも活かせなくなることから、事業運営への支障や業績に対し、影響を及ぼす可能性があります。 

※ 統合基盤系Ｗｅｂアプリケーション「intra-mart」のことであります。
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（3）法的規制について

当社が行う事業には、労働者派遣法及び職業安定法の他、労働基準法、労働者災害補償保険法、健康保険法、厚生

年金保険法その他の関係法令等と密接な関係があります。当社は、法令遵守を事業推進における最重要課題として

おりますが、今後、労働市場を取り巻く社会情勢の変化などに伴って、改正ないし解釈の変更などが実施される場

合、その内容によっては、当社が行う事業に対し重大な影響を及ぼす可能性があります。 

①労働者派遣事業について

当社の主力事業の一つであるＢＰＯサービス事業の人材派遣業務を行うにあたり、一般労働者派遣事業者と

して、厚生労働大臣の許可を受けております。労働者派遣法は、労働者派遣事業の適正な運営を確保するために派

遣事業主が派遣元責任者として満たすべき許可要件を定めておりますが、事業主が一定の欠格事項（※労働者派

遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律の第6条）に該当したり、法令に違

反したりする場合には、業務の停止を命じられたり、場合によっては一般労働者派遣事業の許可を取消される場

合があります。

　当社は、法令を遵守した事業活動を行っており、現時点において労働者派遣法に抵触するような事項はないと認

識しておりますが、今後、何らかの理由により許可の取消し等の事態が発生した場合には、人材派遣業務が行えな

くなり、当社の事業活動に大きな支障をきたすとともに、業績に大きな影響を及ぼす可能性があります。

また、平成11年12月の「労働者派遣法」の抜本的改正により「対象業務の原則自由化」や平成16年3月改正に

よる「派遣期間制限の緩和」、「製造業の生産工程への派遣解禁」などにより、人材関連ビジネスにおける新規

参入業者が増加するなど、競争が激化することが予想されます。当社がこのような競争に適切な対応力を発揮し

得ない場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

※欠格事項の主な内容は次のとおりであります。

・禁錮以上の刑、又は罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算し

て5年を経過しない者 

・健康保険法、船員保険法、労働者災害補償保険法、厚生年金保険法、労働保険徴収法等に関する法律若しくは雇用

保険法の一定の規定により、罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日か

ら起算して5年を経過しない者 

・成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ていない者

・一般労働者派遣事業の許可を取り消され、取消の日から起算して５年を経過しない者等

以上の内容に該当する者等は、一般労働者派遣事業の許可を受けることはできない。

②一般労働者派遣事業許可の有効期限について

当社は、前述の法令等に基づき、厚生労働大臣より一般労働者派遣事業の許可を得ております。一般労働者派

遣事業の許可の有効期間は、許可の日から起算して3年となっており、許可の有効期間満了後引き続き許可に係る

一般労働者派遣事業を行おうとする者は、許可の有効期間の更新を受けなければなりません。更新を受けた場合

は、更新前の許可の有効期間が満了する日の翌日から起算して5年となっております。当社は平成4年に許可を得

ており、現在更新している許可の有効期限は、平成25年5月31日でありますが、何らかの事由により更新ができな

くなった場合には、労働者派遣事業が行えない等、当社の事業活動に重大な支障を来たす可能性があり、業績に大

きな影響を与える可能性があります。 

③社会保険について

社会保険における保険料率について、平成16年年金制度改革により、標準報酬月額に対する厚生年金保険料会

社負担分が現在の1,000分の76.75から、平成29年まで毎年1,000分の1.77ずつ引き上げられ、平成29年以降は

1,000分の91.5まで上昇します。今後も社会情勢の変化によっては、社会保険制度の改正が考えられ、保険料率や

被保険者の範囲などに変更がある場合には、当社の業績に影響を与える可能性があります。
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（4）個人情報の管理について

当社は、情報サービス事業者として、業務上、個人情報を伴う顧客データを数多く取り扱います。さらには、人材

派遣業務等の人材関連事業も行っていることから、多数の派遣スタッフ（派遣登録者）の個人情報を有しており

ます。そのため当社では、企業の果たすべき責任として、その適正管理の重要性を強く認識し、「個人情報に関する

コンプライアンス・プログラムの要求事項JIS Q5001」及び「個人情報保護に関する法令、規範」に基づき、個人

情報保護方針（平成18年10月1日改訂）を策定し、平成17年3月に財団法人日本情報処理開発協会から「プライバ

シー・マーク」付与の認定を受け、定期的に従業員・派遣スタッフ及び協力会社社員に対して研修会を実施する

など、技術面及び組織面における合理的な予防・是正措置を講じております。

また、個人情報保護推進委員会が、個人情報を取扱う各部門に対して、定期的に教育・指導を行い、必要な対応策

を実施し、内部監査により、随時管理状況をチェック・監査しております。 

　現時点において、当社から情報漏洩が発生した事実はありませんが、将来において万が一にも個人情報の漏洩が

発生した場合は、当社への損害賠償請求や、社会的信用の失墜等により、当社の事業運営に大きな支障をきたすと

ともに、業績及び財務状況に大きな影響を与える可能性があります。

　

（5）経済産業省ＳＩ（システムインテグレータ）登録制度について

当社が行うシステムソリューションサービス事業において、経済産業省ＳＩ（システムインテグレータ）登録

制度（※1）へ登録しております。同事業を展開するにあたり、メーカーやユーザー系会社及びＮＴＴグループ等

からは、取引を行なう際の指定業者の条件として、同登録制度へ登録されていることを求められる機会が増加して

おります。登録においては、経済産業省が示す一定の条件（※2）を満たす必要がありますが、売上高・自己資本比

率・経常利益率等の経理的基礎や技術能力及びシステムインテグレーションの条件（※3）としての可否等を満

たせず、登録を外れた場合は、指定業者としての受注活動が出来なくなり、当社の業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

※1 システムインテグレーションを適格に遂行できる経理的基礎、技術的能力、システムインテグレーションサービスの実績を備え

ている企業を「情報サービス企業台帳」に登録する制度。 

※2 経済産業省ＳＩ（システムインテグレータ）登録制度における審査には次のようなシステムインテグレータとしての要件を備

えていることが重視されます。また、登録企業であっても、登録要件に合致しなくなったと認められるものがあれば、登録期間中

（2年間による更新申請）でも、登録を取り消される場合があります。

※3 システムインテグレータの条件は下記のとおりであります。

　 条　件 内　　　　　　　　容

　

技術的知識 ハードウェア、OS、アプリケーション、通信、さらにはユーザーの業務内容など広範囲な分野にわたる技術

的知識が必要。

　

各種管理能力等 一般的に、システムの構築期間が長く、かつ、システム規模が大きいことから、この間のプログラム管理能

力、リスク管理能力、資金調達能力が必要。

　

企業体力 システム納入後に発生する多額のメンテナンス費用に耐え、円滑なメンテナンスの遂行を行える企業体力

が必要。

　

（6）従業員の確保と定着について

これまでのＩＴ業界における技術者不足は、当社の事業拡大においても重要な課題でしたが、昨年からの金融不

況の影響に伴う、各社の業績不振から、業界内では技術者の人余りといった現象が生じております。当社におきま

しても、一昨年までは、受託開発の規模を増やすために、ＩＴ技術者の新卒採用及び中途採用による要員の確保を

積極的に実施、同業他社との技術者の獲得競争も激化しておりましたが、取引先におけるシステム開発投資の凍結

や抑制、先送りの影響により、受注規模以上の要員体制が生じることも予想され、当社の業績に影響を及ぼす恐れ

があります。

また、競争優位な地位を確立していく上で、社内における技術者教育環境の整備や従業員が働き甲斐を持てる人

事制度の充実を図り、入社の経歴や年功序列に固執せず、優秀な社員は積極的に役職者として任命し、能力や業績

に応じた給与への反映等、従業員のモチベーション向上に努めております。しかし、将来的な人材の流失の可能性

は否定できず、継続的に必要な人材を確保できる保証はありません。さらに、当社の人材が通常の幅を超えて流失
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した場合には、当社が提供しているサービスの品質が低下する可能性があり、当社の業績に影響を及ぼす恐れがあ

ります。

　

（7）人材派遣スタッフの確保について

わが国の若年人口は、出生率の低下および少子化に伴い昭和60年代から減少し続けており、この傾向は今後も続

くものと予測されております。当社が行うＢＰＯサービス事業は、人材派遣業務が主体であり、その派遣スタッフ

の大半は20代の若年層が占めていることから、若年層の減少は、当社が必要とする人材の確保を困難にし、その結

果、当社の業績に悪影響を及ぼす可能性があります。また、当社は、派遣スタッフの確保を推進するために、求人誌

や新聞の折り込チラシ、インターネット等を活用し、幅広い求人活動を実施しておりますが、派遣スタッフ獲得に

向けた募集経費の増大や派遣スタッフ賃金の上昇等に対し、サービス価格への転化や業務効率などの自社努力で

も吸収できない場合は、当社の業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

（8）人材派遣における料金の変動について

当社が行うＢＰＯサービス事業における人材派遣業務の派遣料金は、派遣先企業に月単位で派遣料金を請求・

売上計上しており、派遣スタッフに支払う給与及び社会保険等の費用を売上原価に計上しております。当社は適正

水準による給与支払と適正価格による請求に努め、派遣スタッフへの給与支払水準の引き上げの際には請求料金

についても値上げすべく、派遣先企業との交渉に取り組んでおります。しかしながら、人材派遣業務における企業

間競争の激化により、派遣先企業において適正価格の水準を大きく下回る変更があった場合には、請求料金と支払

給与の比率が変動し、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

　

（9）ソフトウェア開発のプロジェクト管理について

システムのオープン化によるプロジェクトの小規模化や短納期化に伴い、プロジェクト管理及び品質管理の重

要性が今まで以上に高まっております。当社におきましては、一定額以上の一括案件についての受注可否を審議す

ることを目的に受注判定会議を設け、不採算案件発生の抑制をしております。現状では、当社の業績に大きな影響

を与える恐れのある不採算案件はありませんが、これらの対策を講じているにもかかわらず、不測の事態が発生し

た場合、採算の悪化するプロジェクトが発生する可能性があり、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

　
相 手 先 名称 契 約 期間 該 当 事業 契 約 の 内容

株式会社エヌ・ティ・

ティ・データ・イント

ラマート

期間満了3ヶ月前までにい

ずれからも別段の意思表示

がないときは、さらに満了

日翌日から1年間有効に存

続するものとし、以後もま

た同様とする。

（契約締結日）

平成14年11月1日

シ ス テ ム ソ

リューション

サービス

株式会社エヌ・ティ・ティ・

データ・イントラマートが著作

権を有するソフトウェアを第三

者に再使用を許諾する「特約店

契約」の締結。
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６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。

　

７ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中における将来に関する事項は本書提出日現在において当社が判断したものであります。

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社の財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成しております。

この財務諸表の作成には、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費用の報告金額及

び開示に影響を与える見積りを必要としています。経営者は、これらの見積りについて過去の実績や現状

等を勘案し合理的に判断していますが、実際の結果は、これらの見積りと異なる場合があります。

当社の財務諸表で採用する重要な会計方針は、第5〔経理の状況〕1 財務諸表等（1）財務諸表の重要

な会計方針に記載しています。

　

（2）財政状態の分析

（全般）

当事業年度における総資産は、前事業年度末と比較し117百万円増加し、3,225百万円となりました。主

な要因は売掛金121百万円、現金及び預金22百万円の増加など、流動資産の増加であります。

（流動資産）

当事業年度における流動資産は、前事業年度と比較し132百万円増加し、3,133百万円となりました。そ

の主な要因は、現金及び預金22百万円、売掛金121百万円の増加及びたな卸資産の減少19百万円等であり

ます。

（固定資産）

当事業年度における固定資産は、前事業年度と比較し15百万円減少し、91百万円となりました。その主

な要因は、繰延税金資産の減少10百万円及び投資有価証券の期末時価下落による評価減9百万円、敷金及

び保証金の増加6百万円等であります。

（流動負債）

当事業年度における流動負債は、前事業年度と比較し12百万円増加し、1,048百万円となりました。そ

の主な要因は、未払金33百万円、賞与引当金18百万円及び未払消費税等10百万円の増加並びに未払法人

税等46百万円、買掛金5百万円の減少等であります。   

（固定負債）

当事業年度における固定負債は、前事業年度と比較し38百万円減少し、26百万円となりました。その主

な要因は、役員退職慰労引当金25百万円、長期未払金8百万円及び退職給付引当金4百万円の減少であり

ます。

（純資産）

当事業年度における純資産は、前事業年度と比較し143百万円増加し、2,150百万円となりました。その

主な要因は、当期純利益226百万円の増加及び配当金の支払77百万円等によります。
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（3）キャッシュ・フローの分析

当事業年度のキャッシュ・フローにつきましては、以下のとおりであります。

現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ22百万円増加し、当事業年度末は

1,674百万円となりました。キャッシュ・フロー項目ごとの主な増減要因は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において営業活動の結果得られた資金は、100百万円となりました。

収入の主な内訳は、税引前当期純利益398百万円、未払金の増加33百万円、たな卸資産の減少19百万円、賞

与引当金の増加18百万円、未払消費税等の増加10百万円であり、支出の主な内訳は、売上債権の増加121

百万円、役員退職慰労引当金の減少25百万円、長期未払金の減少8百万円、法人税等の支払210百万円等で

あります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において投資活動の結果、使用した資金は0百万円でありますが、特筆すべき事項はありま

せん。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において財務活動の結果、使用した資金は77百万円となりました。

これは、配当金の支払いによる減少77百万円であります。

　

（4）経営成績の分析

<売上高>

当事業年度の売上高は全体で前年同期比8.7%増加し、8,901百万円となりました。内容としましては、

システムソリューションサービス事業において、新規顧客の獲得とともに小規模案件等も積極的に受注

した結果、主力のintra-mart開発によるＷＥＢインテグレーション業務の売上が増加し、加えてデータ

マイニング業務において、要員の増強による受注体制基盤の強化や技術ノウハウの向上が評価されこと

により前年同期比11.4%増加し2,366百万円、ＢＰＯサービス事業は、主要取引先に対するマネジメント

力の強化や既存顧客の維持に努めるとともに、当期より本格的に取り組み出したアウトソーシング業務

において大型案件であるＢフレッツの販売サポート業務の受注により、売上が増加した結果、前年同期

比7.8%増加し、6,534百万円となりました。

<売上総利益>

売上総利益は、売上高の増加により前事業年度と比較し5.4%増加し、956百万円となりました。

<営業利益>

営業利益は前事業年度と比較し1.9%減少し、390百万円となりました。これは新規学卒者を採用したこ

とに加え、人材育成に対する積極的な投資を行ったことなどの販売費及び一般管理費が前事業年度に比

べ増加したことによるものであります。

<経常利益>

経常利益は前事業年度と比較し1.1%増加し、398百万円となりました。

<当期純利益>

当期純利益は前事業年度に比べ1.3%減少し、226百万円となりました。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当事業年度における、重要な設備の新設はありません。

また、重要な設備の除却または売却もありません。

　

２ 【主要な設備の状況】

平成21年3月31日現在

事業所名
(所在地)

事業部門 設備の内容

帳簿価額(千円)

従業員数
(名)建物

及び構築物

機械装置
及び運搬
具

土地
(面積㎡)

リース
資　産

その他 合計

本社
(東京都新
宿区)

システム
ソリュー
シ ョ ン
サービス
・ＢＰＯ
サービス
事業

本社設備
及び派遣
事務設備

3,618 ─
─

(  ─　 )
─ 3,3196,938 313(34)

横浜営業所
(神奈川県
横 浜 市 西
区)

Ｂ Ｐ Ｏ
サービス
事業

派遣事務
設備

729 ─
─

( ─   )
─ ─ 729

 
16(1)

 

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品であります。なお、金額には消費税等は含まれておりません。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

３　現在休止中の設備はありません。

４　土地及び建物は賃借しております。

５　上記の他、主要な賃借及びリース設備として、以下のものがあります。

　

事業所名
(所在地)

設備の内容 台数
リース期間
（年）

年間リース料
(千円)

リース契約残高
(千円)

本社
(東京都新宿区)　　

本社設備及び派遣
事務設備

一式
　　
4～5年 3,868 2,369

横浜営業所
(神奈川県横浜市西区)　

派遣事務設備 一式
 

　　6年 1,092 3,487

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

新たに確定した重要な設備の新設計画はありません。

 

　

(2) 重要な設備の除却等

経常的な設備の更新のための除却を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 50,000

計 50,000

　

② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成21年3月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年6月25日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 21,590 21,590
ジャスダック
証券取引所

単元株制度を採用しておりません。

計 21,590 21,590 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成18年8月1日（注）1 6,250 18,750 ― 100,000 ― ―

平成19年4月5日（注）2 2,580 21,330 189,888289,888189,888189,888

平成19年5月8日（注）3 260 21,590 19,136 309,024 19,136 209,024

(注)  1　平成18年7月31日最終の株主名簿に記載された株主の所有株式数１株に付き1.5株の割合をもって分割した

ものであります。

 2　有償一般募集増資（ブックビルディング方式）

発行価格160,000円、引受価額147,200円、資本組入額73,600円

 3　オーバーアロットメントによる売出しに関連する有償第三者割当増資（普通株式）

割当価格147,200円、資本組入額73,600円

割当先は、野村證券株式会社であります。
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(5) 【所有者別状況】

平成21年3月31日現在

区分

株式の状況

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

─ 2 6 11 1 ─ 708 728

所有株式数
(株)

─ 68 82 17,699 3 ─ 3,73821,590

所有株式数
の割合(％)

─ 0.31 0.37 81.97 0.01 ─ 17.31100.00

　

(6) 【大株主の状況】

平成21年3月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社ＤＴＳ 　　　　　　　　　 東京都港区新橋6丁目19番13号 10,800 50.02

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ　 東京都江東区豊洲3丁目3番3号 3,750 17.36

テルウェル東日本株式会社　　　　　 東京都渋谷区千駄ヶ谷5丁目14番9号 1,875 8.68

ドコモ・サービス株式会社　　　　　 東京都豊島区東池袋3丁目16番3号 750 3.47

データリンクス社員持株会　　　　　 東京都新宿区上落合3丁目10番8号 677 3.13

大和證券担保ローン株式会社211088担保処
分口

東京都江東区東陽2丁目3番2号 484 2.24

井上　　潤 千葉県習志野市 80 0.37

柴田　　公樹 千葉県浦安市 70 0.32

重倉　　えい子　　　　　　　　　　 愛知県名古屋市中区 60 0.27

藤田　　孝之 兵庫県たつの市 60 0.27

計 ― 18,606 86.17

（注） 株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第3位を切り捨てて表示しております。　

　

EDINET提出書類

データリンクス株式会社(E05681)

有価証券報告書

21/65



(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年3月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ―   ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

21,590
 

21,590
  ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 21,590 ― ―

総株主の議決権 ― 21,590 ―

　

② 【自己株式等】

平成21年3月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

　

２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】該当事項はありません。

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。
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３ 【配当政策】

(1) 利益配当の基本方針

当社は、株主の皆様への利益還元を経営課題の一つとして据え、企業体質の強化及び今後の事業展開を

勘案しつつ、安定的・継続的な配当を維持し、配当額は配当性向30％を基本に決定することとしておりま

す。

(2) 当期の配当決定に当たっての考え方

当社は、期末配当の年1回剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

　この剰余金配当の決定機関は、株主総会であります。当事業年度の配当につきましては、配当性向30％と

した場合1株当たり3,150円に相当いたしますが、平成20年5月14日の公表数値から変更なく、１株当たり

3,228円（配当性向30.8％）といたします。次期の配当につきましては、配当性向30％を基本に決定する

こととしております。

また、当社は、会社法第454条5項に規定する中間配当を取締役会の決議によって行うことができる旨、

定款で定めておりますが、上記の基本方針により中間配当は実施いたしておりません。

　　（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額　　　　（千

円）
１株当たり配当額

（円）

平成21年6月23日
69,692 3,228

定時株主総会決議

(3) 内部留保資金の使途

内部留保資金につきましては、新しい情報技術への開発投資及び人材育成投資並びにＢＰＯサービス

事業における登録センター拠点設置投資等の中長期的な企業価値の増大を図るための先行投資に投入し

ていくこととしております。

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

最高(円) ― ― ― 674,000 119,000

最低(円) ― ― ― 93,000 48,650

(注)  1　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所における株価を記載しております。　

 2　当社株式は、平成19年4月6日からジャスダック証券取引所に上場いたしましたので、それ以前については該

当事項はありません。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成20年10月 11月 12月 平成21年１月 ２月 ３月

最高(円) 81,400 75,000 61,000 61,000 55,000 53,000

最低(円) 61,400 59,000 51,000 52,000 50,000 48,650

(注)　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所における株価を記載しております。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数(株)

代表取締役
社長

― 竹　田　直　樹 昭和24年9月1日生

昭和51年 4月

 

日本電信電話公社入社(現日本電

信電話株式会社）

平成20年
6月から
2年

5

平成12年12月 エヌ・ティ・ティ・コミュニケー

ションズ株式会社

コンシューマ＆オフィス事業部シ

ステム部長

平成14年 8月 同社コンシューマ＆オフィス事業

部ＣＲＭシステム部長

平成16年 6月 同社プロセス＆ナレッジマネジメ

ント部長

環境保護推進室長兼務

平成16年 9月 同社プロセス＆ナレッジマネジメ

ント部長

環境保護推進室長兼務セキュリ

ティマネジメント室長兼務

平成19年 7月 当社入社　執行役員副社長

平成20年 6月当社　代表取締役社長（現任）
 

取締役
兼執行役員

ソリュー
ション
事業部長

津留﨑　睦　雄 昭和27年12月26日生

昭和53年11月

 
株式会社データ通信システム入社

(現株式会社ＤＴＳ）

平成20年
6月から
2年

30

平成13年 4月 同社金融事業部金融システム第二

部長

平成15年 4月 同社システム開発本部金融第一事

業部長

平成16年 4月 当社執行役員ソリューション事業

部長(出向)

平成16年 6月 当社取締役ソリューション事業部

長 (出向）

平成17年 1月 当社入社 取締役ソリューション

事業部長

平成17年 2月 当社常務取締役ソリューション事

業部長

平成18年 6月 当社 常務取締役兼執行役員ソ

リューション事業部長

平成20年 6月 当社取締役兼執行役員ソリュー

ション事業部長（現任）
  

取締役
兼執行役員

コーポレート
サービス統括
部長

兼総務部長

青　木　三　平 昭和23年10月31日生

昭和42年 4月日本電信電話公社入社(現日本電

信電話株式会社）

平成20年
6月から
2年

5

平成11年 2月 同社研究開発センター開発企画部

総務課長

平成16年 4月 エヌ・ティ・ティ・東日本株式会

社サービス茨城　企画総務部長

平成17年 4月 当社入社　総務部長

平成18年 4月 当社執行役員総務部長

平成18年 9月 当社取締役兼執行役員コーポレー

トサービス統括部長兼総務部長

（現任）
   

取締役 ─ 伊　東　辰　巳 昭和28年11月25日生

昭和51年 3月株式会社データ通信システム入社

(現株式会社ＤＴＳ）

平成20年
6月から
2年

─

平成12年 4月 同社事業推進本部社会システム事

業部社会システム部長

平成16年 4月 同社執行役員システム開発本部社

会事業部長

平成18年 4月 同社執行役員産業システム事業本

部長

平成18年 6月 同社取締役兼執行役員産業システ

ム事業本部長（現任）

平成18年10月 株式会社アスタリクス取締役（現

任）

平成19年 6月 当社取締役（現任）

平成19年10月 逓天斯（上海）軟件技術有限公司

董事（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式
数(株)

取締役 ― 村　井　一　之 昭和28年1月25日生

昭和50年 4月

 

日本電信電話公社入社(現日本電

信電話株式会社)

平成20年
6月から
2年

─

平成11年10月 株式会社エヌ・ティ・ティ・デー

タ東日本支社長

平成13年 4月 エヌ・ティ・ティ・データ・カス

タマサービス株式会社取締役経営

企画部長

平成15年 6月 同社代表取締役常務営業本部長

平成18年 4月 同社代表取締役常務執行役員ＮＴ

Ｔデータ営業本部長

平成19年 4月 株式会社ＤＴＳ入社営業本部部長

平成19年 5月 同社営業本部ソリューション営業

第二部長

平成19年 6月 当社取締役（現任）

平成19年10月 株式会社ＤＴＳ執行役員営業本部

ソリューション営業第二部長

平成20年 3月 株式会社アスタリクス取締役（現

任）

平成20年 4月 株式会社ＤＴＳ執行役員営業本部

長
      

平成20年 6月 同社取締役兼執行役員営業本部長

（現任）

監査役
（常勤）

─ 熊　谷　和　紀 昭和17年8月30日生

昭和41年 4月日本電信電話公社入社(現日本電

信電話株式会社)

平成20年
6月から
2年

─

平成 2年 6月 エヌ・ティ・ティ・データ通信株

式会社関西支社副支社長（現株式

会社エヌ・ティ・ティ・データ）

平成 4年 6月 同社考査室長

平成 8年 4月 当社入社　常務取締役

平成 9年 5月 当社代表取締役専務

平成13年 2月 日本カードプロセシング株式会社

常勤監査役

平成15年 9月 株式会社ぱるオンライン代表取締

役社長

平成17年 7月 エヌ・ティ・ティ・データ・ク

リェイション株式会社顧問

平成18年 6月

 

日本カードプロセシング株式会社

常勤監査役

平成20年 6月 当社　常勤監査役（現任）
       

監査役 ― 尾　崎　　実 昭和25年10月31日生

平成 5年 4月株式会社三和銀行目黒支店長

平成21年
6月から
1年

─

平成14年 1月 株式会社ＵＦＪ銀行審査第1部主

任審査役

平成14年10月 株式会社データ通信システム（現

株式会社ＤＴＳ）入社　管理本部

企画部長

平成16年 4月 同社コーポレートスタッフ本部総

務部長

平成17年10月 同社執行役員コーポレートスタッ

フ本部総務部長

平成21年 2月 株式会社アスタリクス監査役（現

任）

平成21年 3月 株式会社ＭＩＲＵＣＡ監査役（現

任）

平成21年 6月 株式会社九州ＤＴＳ監査役（現

任）

平成21年 6月 当社　監査役（現任)　

平成21年 6月 株式会社ＤＴＳ常勤監査役（現

任)　
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数(株)

監査役 ― 園　田　峯　生 昭和20年 6月17日生

昭和45年10月司法試験　合格

平成18年
9月から
3年9ヶ月

─

昭和46年 4月 最高裁判所司法研修所入所

昭和48年 3月 同　研修所終了

昭和48年 4月 弁護士・小田法律事務所入所

昭和54年 6月 山本・園田法律事務所開設（現

任)

平成18年 6月当社　監査役（現任)
     

計 40

　　 (注)  1　取締役伊東辰巳・村井一之は、会社法第2条第15号に定める社外取締役であります。

 2　監査役尾崎実・園田峯生は、会社法第2条第16号に定める社外監査役であります。

 3　当社では、意思決定の迅速化と経営責任の明確化を図るため、執行役員制度を導入しております。

　　執行役員は、上記取締役兼執行役員に下記5名を加えた7名で構成されております。

　　　執行役員　　大平 賢作　　キャリアネット事業部長

　　　執行役員　　依田 　宣　　ソリューション事業部副事業部長

　　　執行役員　　水内 澄夫　　キャリアネット事業部第3キャリアサービス部長

　　　執行役員　　関　 元治　　コーポレートサービス統括部経理部長

　　　執行役員　　古田 一人　　コーポレートサービス統括部企画部長
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

当社は、コーポレート・ガバナンスを経営上の重要課題として認識し、業務執行に対する厳正な監督機

能の実現、内部統制による効率的かつ透明性の高い経営を確立することを目指しております。さらに、役

員及び従業員のコンプライアンスの徹底についても、重要施策として積極的に取組んでおります。

①　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況

イ　会社の機関の内容

当社は、取締役会と監査役会を設置しております。この２つの機関が中心となって、コーポレート

・ガバナンスの維持・強化を図る体制をとっております。その具体的な内容は次のとおりでありま

す。

取締役会は、取締役5名（うち社外取締役2名）で構成し、定例取締役会を月１回、更に必要に応じ

て臨時取締役会を開催し、経営方針など当社の重要事項の意思決定を行なうとともに、取締役の業務

遂行の監督かつ管理を行っております。

監査役会は、監査役3名（うち社外監査役2名）で構成し、原則3ヶ月に１回定例の監査役会を開催

するほか、必要に応じて随時監査役会を開催し、監査役会で定めた監査方針及び監査計画に従い、監

査状況の確認及び協議を行うほか、監査室や監査法人とも連携し、随時監査についての報告を求めて

おります。また、各監査役は、取締役会へ出席するほか、常勤監査役は、経営上重要な会議にも出席す

るなど、取締役の業務執行を常時監視する体制をとっております。なお、当社の社外取締役及び社外

監査役とは特別な利害関係はありません。

当社は、迅速かつ的確に業務執行が行える経営体制の確立を主眼として、執行役員制度を採用して

おります。執行役員は7名（うち2名が取締役兼任）であり、常勤役員及び執行役員で構成する経営会

議を月１回、その他必要の都度開催しており、個別の経営課題について協議しております。

ロ　内部統制システムの整備状況

当社は、日常の管理業務において、社内諸規程に則り牽制機能を働かせながら業務を行っておりま

す。また職務権限規程に応じた決裁権限を適切に行うことで、各職位が明確な権限と責任をもって業

務を遂行しております。

さらに、社長直轄の監査室（2名）が、内部監査を担当しており、年間監査計画にもとづき各部門等

に対して内部統制システムの適切性や有効性等の監査を、定期的に実施し、チェック・指導する体制

をとっております。また、必要に応じて臨時監査も実施しております。なお、監査役および会計監査人

との間で監査の円滑な実施に寄与するための情報交換等を行い、監査の実効性と効率性の向上を

図っております。

ハ　監査法人、弁護士等その他第三者の関与状況

当社では、新日本有限責任監査法人と監査契約を締結し、期末監査に偏ることなく、期中にも適時

監査を受けております。

なお、監査年数につきましては、７年未満につき記載を省略しております。

　　・業務を執行した公認会計士の氏名　　　　松本　正一郎、谷口　公一

　　　・監査業務にかかる補助者の構成　　　　　公認会計士1名　その他15名

また、弁護士、税理士との間で顧問契約を締結しており、法律問題および税務問題に関する幅広い

アドバイスを受けております。
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②　リスク管理体制

当社は、健全な企業経営にとって、法令、社内諸規程をはじめ、社会ルールと企業倫理の遵守が必要不

可欠であるとの認識に立ち、企業価値増大の観点からあらゆる事業リスクを的確に掌握し、積極的に経

営戦略の中に取り組んでいくことを目的に、社長はじめ取締役及び執行役員が、経営に関わる法令遵守

や個人情報保護等の重要事項について経営会議において審議・決定し、情報の共有化と経営体制の強

化に繋げております。

加えて全社員に対しては、日頃から社員教育や企業倫理意識向上への取り組みを通じて、事業活動を

展開していくにあたって、法令を遵守し、経済・社会倫理に従った行動の重要性についての徹底を図っ

ております。

また、常勤役員及び執行役員で構成する「企業倫理委員会」を設置しており、日々の事業活動の中で

発生する可能性のあるリスク情報について、迅速かつ的確に対応できるよう取り組んでおります。
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③　役員報酬の内容

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は、以下のとおりであります。

　取締役の年間報酬総額 50,460千円（うち社外取締役 ─千円)

　監査役の年間報酬総額 7,360千円（うち社外監査役 960千円)

(注) 1　取締役の報酬限度額は、平成18年6月20日開催の第24回定時株主総会において年額

100,000千円以内（使用人給与は含まない）と、決議いただいております。　　　

2　監査役の報酬限度額は、平成18年6月20日開催の第24回定時株主総会において年額

10,000千円以内と、決議いただいております。

3　報酬等の総額には、第27回定時株主総会において決議予定の役員賞与7,000千円（取締

役3名に対し6,000千円、監査役1名に対して1,000千円）が含まれております。

4　報酬等の総額には、当事業年度に計上した役員退職慰労引当金繰入額8,460千円（取締

役6名に対し7,860千円、監査役2名に対し600千円）が含まれております。

5　上記報酬等の総額のほか、平成20年6月18日開催の定時株主総会の決議に基づき、役員退

職慰労金を退任取締役3名に対し33,140千円、退任監査役1名に対し1,200千円支給して

おります。

なお、この金額には、当事業年度に開示した役員退職慰労引当金繰入額1,640千円（取

締役3名1,490千円、監査役1名150千円）が含まれております。

④　取締役の定数

当社の取締役は、10名以内とする旨定款に定めております。

⑤　取締役の選任の決議

当社は、取締役の選任決議は累積投票によらない旨定款に定めております。

⑥　自己株式の取得の決定要件

当社は、機動的な自己株式の取得を可能にすることを目的として、会社法第165条第2項の規定によ

り、取締役会の決議によって当会社の株式を取得することができる旨定款に定めております。

⑦　中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第5項の規定により、取締役会の決議

によって毎年9月30日を基準として中間配当をすることができる旨定款に定めております。

⑧　責任限定契約の内容の概要

当社は、社外取締役及び社外監査役の招聘を容易にし、また、期待される役割を十分に発揮できるよ

う、現行定款において、社外取締役及び社外監査役との間で、社外取締役及び社外監査役が任務を怠っ

たことによる当社に対する損害賠償責任を一定の範囲に限定できる契約を締結できる旨を定めてお

り、当社との間で責任限定契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任の限度額は、100万円

または法令が規定する額のいずれか高い額としております。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

─ ─ 19,500 ─

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

　

　

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項はありませんが、監査日数等を勘案したうえで決定しております。

　

　

EDINET提出書類

データリンクス株式会社(E05681)

有価証券報告書

30/65



第５ 【経理の状況】

１　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以

下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前事業年度(平成19年4月1日から平成20年3月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度(平成20年4月1日から平成21年3月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前事業年度(平成19年４月１日から平成20年

３月31日まで)の財務諸表については、新日本監査法人により監査を受け、当事業年度(平成20年４月１日か

ら平成21年３月31日まで)の財務諸表については、新日本有限責任監査法人により監査を受けております。

　なお、新日本有限責任監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本監査法

人から名称変更しております。

　

３　連結財務諸表について

当社には子会社がありませんので、連結財務諸表は作成しておりません。
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１【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,651,427 1,674,307

売掛金 ※1
 1,196,149

※1
 1,317,767

仕掛品 28,546 8,094

貯蔵品 852 1,483

前払費用 7,972 11,276

立替金 569 242

未収入金 6,950 9,312

繰延税金資産 112,818 117,217

その他 2,662 1,380

貸倒引当金 △6,984 △7,697

流動資産合計 3,000,965 3,133,386

固定資産

有形固定資産

建物 13,565 13,565

減価償却累計額 △8,281 △9,216

建物（純額） 5,283 4,348

工具、器具及び備品 23,567 21,490

減価償却累計額 △19,119 △18,171

工具、器具及び備品（純額） 4,447 3,319

有形固定資産合計 9,731 7,668

無形固定資産

ソフトウエア 140 －

電話加入権 2,839 2,839

無形固定資産合計 2,979 2,839

投資その他の資産

投資有価証券 24,930 15,103

ゴルフ会員権 4,100 4,380

敷金及び保証金 44,830 51,330

繰延税金資産 20,401 10,335

投資その他の資産合計 94,261 81,148

固定資産合計 106,972 91,656

資産合計 3,107,937 3,225,043
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(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 192,948 187,388

未払金 467,338 500,475

未払費用 24,604 27,181

未払消費税等 62,797 73,311

未払事業所税 13,267 13,353

未払法人税等 133,232 86,280

前受金 2,879 1,817

預り金 17,212 19,282

賞与引当金 113,937 132,090

役員賞与引当金 8,000 7,000

その他 － 405

流動負債合計 1,036,218 1,048,585

固定負債

長期未払金 17,503 9,021

退職給付引当金 4,089 －

役員退職慰労引当金 43,040 17,160

固定負債合計 64,633 26,181

負債合計 1,100,852 1,074,767

純資産の部

株主資本

資本金 309,024 309,024

資本剰余金

資本準備金 209,024 209,024

資本剰余金合計 209,024 209,024

利益剰余金

利益準備金 25,000 25,000

その他利益剰余金

別途積立金 1,060,500 1,210,500

繰越利益剰余金 393,664 392,682

利益剰余金合計 1,479,164 1,628,182

株主資本合計 1,997,212 2,146,230

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 9,873 4,046

評価・換算差額等合計 9,873 4,046

純資産合計 2,007,085 2,150,276

負債純資産合計 3,107,937 3,225,043

EDINET提出書類

データリンクス株式会社(E05681)

有価証券報告書

33/65



②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

売上高

サービス売上高 8,127,135 8,866,984

商品売上高 62,057 34,938

売上高合計 8,189,192 8,901,922

売上原価

サービス売上原価 7,225,051 7,913,395

商品売上原価 56,468 31,586

売上原価合計 7,281,519 7,944,981

売上総利益 907,673 956,941

販売費及び一般管理費 ※1
 509,409

※1
 566,062

営業利益 398,263 390,879

営業外収益

受取利息 1,842 6,051

有価証券利息 2,976 1,277

受取配当金 275 275

受取賃貸料 90 60

雑収入 49 31

営業外収益合計 5,232 7,696

営業外費用

株式交付費 2,360 －

株式公開費用 7,000 －

雑損失 2 2

営業外費用合計 9,362 2

経常利益 394,133 398,572

特別利益

投資有価証券売却益 4,050 －

貸倒引当金戻入額 1,093 －

特別利益合計 5,143 －

特別損失

固定資産除却損 ※2
 －

※2
 137

ゴルフ会員権評価損 － 60

特別損失合計 － 197

税引前当期純利益 399,276 398,375

法人税、住民税及び事業税 166,055 161,967

法人税等調整額 3,468 9,666

法人税等合計 169,523 171,633

当期純利益 229,753 226,741
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【サービス売上原価明細書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日)

当事業年度
(自　平成20年4月 1日
至　平成21年3月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費 　 17,940 0.2 13,339 0.2

Ⅱ　労務費 　 5,732,89179.3 6,093,51377.2

Ⅲ　外注費 　 1,318,78418.2 1,607,91420.4

Ⅳ　経費 ※2 163,092 2.3 178,175 2.2

計 　 7,232,709100.0 7,892,942100.0

　　期首仕掛品たな卸高 　 20,888

 

28,546 　

合計 　 7,253,598 7,921,489 　

　　期末仕掛品たな卸高 　 28,546 　 8,094 　

当期サービス売上原価 　 7,225,051 　 7,913,395 　

　

(脚注)　1　原価計算の方法は、プロジェクト別に個別原価計算を実施しております。

　※2　経費の主な内訳は、次のとおりであります。

　

前事業年度
(自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日)

当事業年度
(自　平成20年4月 1日
至　平成21年3月31日)

（単位：千円）

旅費交通費　　　　　　　　　 9,173

通信費　　　　　　　　　　　25,041

賃借料　　　　　　　　　  　21,203

地代家賃　　　　　　　　　　46,891

消耗品費　　　　　　　　　　10,917

（単位：千円）

旅費交通費　　　　　　　12,591　

通信費                  22,120  

賃借料                  15,718     

地代家賃                50,243    

消耗品費                10,497    
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 100,000 309,024

当期変動額

新株の発行 209,024 －

当期変動額合計 209,024 －

当期末残高 309,024 309,024

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 － 209,024

当期変動額

新株の発行 209,024 －

当期変動額合計 209,024 －

当期末残高 209,024 209,024

資本剰余金合計

前期末残高 － 209,024

当期変動額

新株の発行 209,024 －

当期変動額合計 209,024 －

当期末残高 209,024 209,024

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 25,000 25,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 25,000 25,000

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 875,500 1,060,500

当期変動額

別途積立金の積立 185,000 150,000

当期変動額合計 185,000 150,000

当期末残高 1,060,500 1,210,500

繰越利益剰余金

前期末残高 395,785 393,664

当期変動額

剰余金の配当 △46,875 △77,724

別途積立金の積立 △185,000 △150,000

当期純利益 229,753 226,741

当期変動額合計 △2,121 △982

当期末残高 393,664 392,682
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

利益剰余金合計

前期末残高 1,296,285 1,479,164

当期変動額

剰余金の配当 △46,875 △77,724

別途積立金の積立 － －

当期純利益 229,753 226,741

当期変動額合計 182,878 149,017

当期末残高 1,479,164 1,628,182

株主資本合計

前期末残高 1,396,285 1,997,212

当期変動額

新株の発行 418,048 －

剰余金の配当 △46,875 △77,724

当期純利益 229,753 226,741

当期変動額合計 600,926 149,017

当期末残高 1,997,212 2,146,230

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 14,676 9,873

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△4,803 △5,827

当期変動額合計 △4,803 △5,827

当期末残高 9,873 4,046

評価・換算差額等合計

前期末残高 14,676 9,873

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△4,803 △5,827

当期変動額合計 △4,803 △5,827

当期末残高 9,873 4,046

純資産合計

前期末残高 1,410,962 2,007,085

当期変動額

新株の発行 418,048 －

剰余金の配当 △46,875 △77,724

当期純利益 229,753 226,741

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △4,803 △5,827

当期変動額合計 596,123 143,190

当期末残高 2,007,085 2,150,276
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④【キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 399,276 398,375

減価償却費 4,468 2,334

株式交付費 2,360 －

株式公開費用 7,000 －

賞与引当金の増減額（△は減少） 2,089 18,153

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △6,500 △1,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,712 △4,089

長期未払金の増減額（△は減少） △10,361 △8,482

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 12,070 △25,880

前払費用の増減額（△は増加） △1,718 △3,304

未収入金の増減額（△は増加） △1,348 △2,361

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,093 713

受取利息及び受取配当金 △2,117 △6,326

有価証券利息 △2,976 △1,277

売上債権の増減額（△は増加） 173,180 △121,617

たな卸資産の増減額（△は増加） △7,310 19,820

仕入債務の増減額（△は減少） △52,090 △5,560

未払消費税等の増減額（△は減少） △51,062 10,513

未払金の増減額（△は減少） △94,276 33,637

前受金の増減額（△は減少） 623 △1,062

預り金の増減額（△は減少） △6,264 2,069

未払費用の増減額（△は減少） △3,841 2,577

立替金の増減額（△は増加） △457 326

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） △4,050 －

その他 5,448 △3,420

小計 359,337 304,137

利息及び配当金の受取額 5,043 6,273

法人税等の支払額 △134,545 △210,092

営業活動によるキャッシュ・フロー 229,834 100,318

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △717 △769

投資有価証券の取得による支出 △4,929 －

投資有価証券の売却による収入 5,900 －

無形固定資産の取得による支出 △136 －

ゴルフ会員権の取得による支出 － △340

その他 △990 990

投資活動によるキャッシュ・フロー △873 △119

財務活動によるキャッシュ・フロー

株式の発行による収入 415,687 －

配当金の支払額 △46,875 △77,319

株式の発行による支出 △12,624 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 356,187 △77,319

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 585,148 22,880

現金及び現金同等物の期首残高 1,066,278 1,651,427

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 1,651,427

※
 1,674,307
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【重要な会計方針】

　

項目
前事業年度

(自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日)

当事業年度
(自　平成20年4月 1日
至　平成21年3月31日)

1 有価証券の評価基準及び評

価方法

(1) その他有価証券

・時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定)を採用しております。

 

(1) その他有価証券

・時価のあるもの

　　 同左

2 たな卸資産の評価基準及び

評価方法

　

　

通常の販売目的で保有するたな卸資産

　評価基準は原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）によっており

ます。

(1) 商品 (1) 商品

　移動平均法による原価法を採用して

おります。

移動平均法

(2) 仕掛品 (2) 仕掛品

　個別法による原価法を採用しており

ます。　

個別法

(3) 貯蔵品 (3) 貯蔵品

　最終仕入原価法を採用しておりま

す。

最終仕入原価法

　  　 （会計方針の変更）

　当事業年度より、「棚卸資産の評価に
関する会計基準」（企業会計基準第9
号　平成18年7月5日公表分）を適用し
ております。
　これによる損益に与える影響はあり
ません。
 

3 固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産

　定率法を採用しております。

　ただし、平成10年4月1日以降に取得

した建物（建物附属設備は除く）に

ついては定額法を採用しておりま

す。

　また、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物（建物附属設備）　3年～15年

工具、器具及び備品　　2年～20年

　なお、取得価額が10万円以上20万円

未満の資産については、3年間で均等

償却する方法を採用しております。

(1) 有形固定資産（リース資産を除

く）

　定率法を採用しております。

　ただし、平成10年4月1日以降に取得

した建物（建物附属設備は除く）に

ついては定額法を採用しておりま

す。

　また、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物（建物附属設備）　3年～15年

工具、器具及び備品　　2年～20年

　なお、取得価額が10万円以上20万円

未満の資産については、3年間で均等

償却する方法を採用しております。

　 　（会計方針の変更） 　

　 　法人税法の改正に伴い、当事業年度

より、平成19年4月1日以降に取得し

た有形固定資産について、改正後の

法人税法に基づく減価償却の方法に

変更しております。

　この変更に伴う営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益に与える影響

は軽微であります。
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項目
前事業年度

(自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日)

当事業年度
(自　平成20年4月 1日
至　平成21年3月31日)

　 　（追加情報） 　

　 　平成19年度の法人税法改正に伴い、

平成19年3月31日以前に取得した資

産については、改正前の法人税法に

基づく減価償却の方法の適用により

取得価額の5％に到達した事業年度

の翌事業年度より、取得価額の5％相

当額と備忘価額との差額を5年間に

わたり均等償却し、減価償却費に含

めて計上しております。

　この変更に伴う営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益に与える影響

は軽微であります。　 

　

　 (2) 無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアに

ついては社内における見込み利用可

能期間(5年)に基づく定額法を採用

しております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除

く）

同左

 

　 　 （3）リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価

額をゼロとする定額法によっており

ます。

 

 4 繰延資産の処理方法 株式交付費 ───

　 　支出時に一括費用処理しておりま

す。

　

　 　（追加情報） 　

　 　平成19年4月5日付一般公募による

新株式の発行は、引受証券会社が引

受価額（147,200円）で引受を行い、

これを引受価額と異なる発行価格

（160,000円）で一般投資家に販売

する買取引受契約（以下「スプレッ

ド方式」という。）によっておりま

す。

　スプレッド方式では発行価格と引

受価額との差額が、引受証券会社に

対する事実上の引受手数料となるこ

とから当社から引受証券会社への引

受手数料の支払いはありません。　

　

　 　当該新株式発行に際しての発行価

格と引受価額との差額は、33,024千

円であり、引受証券会社が発行を行

い、同一の発行価格で一般投資家に

販売する買取引受契約（従来方式）

によった場合に比べ、株式交付費の

額と資本金及び資本剰余金合計額

は、33,024千円少なく計上され、経常

利益及び税引前当期純利益は同額多

く計上されております。

　

EDINET提出書類

データリンクス株式会社(E05681)

有価証券報告書

40/65



　

項目
前事業年度

(自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日)

当事業年度
(自　平成20年4月 1日
至　平成21年3月31日)

 5 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については原則とし

て貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については、回収の可

能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

(1) 貸倒引当金
　　　　同左

　

(2) 賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、

支給見込額のうち、当事業年度に負

担すべき金額を計上しております。

(2) 賞与引当金
　　　　同左

　 (3) 役員賞与引当金 (3) 役員賞与引当金

　 　役員に対して支給する賞与に備　　

えるため、支給見込額のうち、当事業

年度に負担すべき金額を計上してお

ります。

　　　同左

　 (4) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、退

職給付会計に基づく簡便法により、

自己都合の期末要支給額を計上して

おります。

───

 

　 (5) 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。

 

(4) 役員退職慰労引当金

　　　　同左

 

6 リース取引の処理方法

 

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

───

　 　 　

7 キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

 

　手持現金、要求払預金及び取得日か

ら3ヶ月以内に満期日の到来する流

動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない短期的投資から

なっております。

　　　　同左

 

　 　 　

8 その他財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

　　税抜方式によっております。　

(1) 消費税等の会計処理

　　　　同左　
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【会計方針の変更】

前事業年度
(自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日)

当事業年度
(自　平成20年4月 1日
至　平成21年3月31日)

　 (リース取引に関する会計基準等）

───────
　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従
来、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に
よっておりましたが、当事業年度より、「リース取引に関
する会計基準」(企業会計基準第13号（平成5年6月17日
（企業会計審議会第一部会）、平成19年3月30日改正）)
及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業
会計基準適用指針第16号（平成6年1月18日（日本公認会
計士協会　会計制度委員会）、平成19年3月30日改正））
を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理
によっております。　
　なお、平成20年3月31日以前に契約を行ったリース契約
につきましては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた
会計処理によっております。
　この結果、当事業年度において新たに当該変更の対象と
なるリース取引がありませんでしたので、従来の方法に
よった場合に比べて、営業利益、経常利益及び税引前当期
純利益への影響はありません。　　　

　 　

　

【表示方法の変更】

該当事項はありません。

　

【追加情報】

前事業年度
(自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日)

当事業年度
(自　平成20年4月 1日
至　平成21年3月31日)

　

　当社は、当事業年度から資本金が1億円超になり外形標

準課税制度が適用となったことに伴い、「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」（平成16年2月13日　企業会計基準委

員会　実務対応報告第12号）に従い、法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計

上されております。

　この結果、販売費及び一般管理費が12,132千円増加し、

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が同額減少し

ております。

　

 

───────
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

　

前事業年度
(平成20年3月31日)

当事業年度
(平成21年3月31日)

　 　

※1 区分掲記されたもの以外で、関係会社に対する主な

　　ものは次とおりであります。

　　　売掛金　　　　　　　　   　　 82,271千円

※1 区分掲記されたもの以外で、関係会社に対する主な

　　ものは次とおりであります。

　　　売掛金　　　　　　 　　 　　　77,157千円

　 　

　

　

(損益計算書関係）

　

前事業年度
(自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日)

当事業年度
(自　平成20年4月 1日
至　平成21年3月31日)

　 　

※1 販売費及び一般管理費の主なもの

給料手当 119,542千円

役員報酬 74,760千円

法定福利費 25,495千円

賞与引当金繰入額 14,732千円

役員賞与引当繰入額 8,000千円

役員退職慰労引当金繰入額 12,070千円

退職給付費用 5,657千円

採用関連費 66,542千円

支払手数料 26,708千円

減価償却費 1,375千円

 

※1 販売費及び一般管理費の主なもの

給料手当 173,721千円

役員報酬 53,160千円

法定福利費 30,602千円

賞与引当金繰入額 15,543千円

役員賞与引当繰入額 7,000千円

役員退職慰労引当金繰入額 8,460千円

退職給付費用 6,031千円

採用関連費 52,540千円

支払手数料 38,438千円

減価償却費 393千円

貸倒引当金繰入額 713千円

 

　　おおよその割合

販売費 4.1％

一般管理費 95.9％

 

　　おおよその割合

販売費 4.6％

一般管理費 95.4％

 

　 　

※2　　　　　　───── ※2　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

　 　　  工具、器具及び備品　　　　　　　137千円
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(株主資本等変動計算書関係)

　

前事業年度(自　平成19年4月1日　至　平成20年3月31日）

　

１　発行済株式に関する事項

　

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 18,750 2,840 ─ 21,590

　
（変動事由の概要）

　当社は、平成19年4月6日に株式会社ジャスダック証券取引所に上場いたしました。

普通株式の増加は、上場に際して次のとおり新株式を発行したことによります。

公募増資による増加　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  2,580株  

オーバーアロットメントによる売出しに関連する第三者割当増資による増加　 　 　　　　　　　　260株   　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　
2　配当に関する事項

　

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年6月20日
定時株主総会

普通株式 46,875 2,500平成19年3月31日 平成19年6月21日

　

　

　(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年6月18日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 77,724 3,600平成20年3月31日 平成20年6月19日
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当事業年度(自　平成20年4月1日　至　平成21年3月31日）

　

１　発行済株式に関する事項

　

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 21,590 ─ ─ 21,590

　
　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　
　

2　配当に関する事項

　

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年6月18日
定時株主総会

普通株式 77,724 3,600平成20年3月31日 平成20年6月19日

　

　

　(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年6月23日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 69,692 3,228平成21年3月31日 平成21年6月24日

　

　

(キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前事業年度
(自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日)

当事業年度
(自　平成20年4月 1日
至　平成21年3月31日)

　 　

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記

載されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

現金及び預金勘定　 1,651,427
 
現金及び現金同等物 1,651,427

 

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記

載されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

現金及び預金勘定　 1,674,307
 
現金及び現金同等物 1,674,307
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(リース取引関係)

　

前事業年度
(自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日)

当事業年度
(自　平成20年4月 1日
至　平成21年3月31日)

　 　

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引

（借主側）

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額

　
取得価額
 相当額

　
減価償却累計額
 相当額

　
期末残高
 相当額

　 　 　 　 　 　
　 （千円） 　 （千円） 　 （千円）
　 　 　 　 　 　

工具、器具及び
 　備品

27,451　 22,205　 5,245

　 　　 　　 　

ソフトウェア 16,708　 12,090　 4,618

　 　　 　　 　

　 合計 44,160　 34,296　 9,864

 

 

リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引

（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取

引開始日が、平成20年3月31日以前のリース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

り、その内容は次のとおりであります。

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額

　
取得価額
 相当額

　
減価償却累計額
 相当額

　
期末残高
 相当額

　 　 　 　 　 　
　 （千円） 　 （千円） 　 （千円）
　 　 　 　 　 　

工具、器具及び
 　備品

5,425　 2,185　 3,240

　 　　 　　 　

ソフトウェア 8,035　 5,858　 2,176

　 　　 　　 　

　 合計 13,460　 8,044　 5,416

 

 

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 4,492千円

１年超 5,856千円

合　　計 10,349千円

 

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 3,075千円

１年超 2,780千円

合　　計 5,856千円

 

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 9,807千円

減価償却費相当額 9,080千円

支払利息相当額 722千円

 

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 4,960千円

減価償却費相当額 4,447千円

支払利息相当額 467千円

 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

　　　・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

利息相当額の算定方法

　　　・リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を

利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

 

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

同左

 

 

　（減損損失について）

　　　リース資産に配分された減損損失はありません。

 

　（減損損失について）

　　　　　同左
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(有価証券関係)

　

前事業年度(自　平成19年4月1日　至　平成20年3月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分
取得原価
(千円)

貸借対照表日における
貸借対照表計上額

(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

　 　 　

株式 8,279 24,930 16,650

合　　計 8,279 24,930 16,650

　

2　当事業年度中に売却したその他有価証券

　

区分
金額
(千円)

売却額 5,900

売却益の合計額 4,050

　

　

当事業年度(自　平成20年4月1日　至　平成21年3月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分
取得原価
(千円)

貸借対照表日における
貸借対照表計上額

(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

　 　 　

株式 8,279 15,103 6,823

合　　計 8,279 15,103 6,823
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(デリバティブ取引関係)

　

前事業年度
(平成20年3月31日)

当事業年度
(平成21年3月31日)

　 　

　該当事項はありません。

 

該当事項はありません。

 

　

　

(退職給付関係)

　

前事業年度
(平成20年3月31日)

当事業年度
(平成21年3月31日)

　 　

1　 採用している退職給付制度の概要

　退職金制度の大部分について確定拠出年金制度及び

退職金前払制度を採用し、残額については退職一時金

を充当しております。　

 

2　 退職給付債務に関する事項

　　当社は、退職給付債務の算定方法として、簡便法を

　採用しております。

　 （千円）

①退職給付債務 4,089

②退職給付引当金 4,089

　 　

 

 

3 　退職給付費用に関する事項

　 （千円）

①勤務費用

②確定拠出年金への
　掛金支払額等

7,283

48,006

③退職給付費用 55,290

 

 

4　 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　　当社は、退職給付債務等の算定にあたり簡便法を採用

しておりますので、基礎率等については記載を省略し

ております。

 

 

1　 採用している退職給付制度の概要

  退職金制度について、確定拠出年金制度及び退職金

前払制度を採用しております。　　　　　

　　　　

 

2　 退職給付債務に関する事項

　　該当事項はありません。

 

 

 

 
 
 
 
 

3　 退職給付費用に関する事項

　 （千円）

①勤務費用

②確定拠出年金への
　掛金支払額等

14,441

40,548

③退職給付費用 54,990

 

 

4　 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　　該当事項はありません。
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(ストック・オプション等関係)

　

前事業年度
(平成20年3月31日)

当事業年度
(平成21年3月31日)

　 　

　該当事項はありません。
 

該当事項はありません。

 

　

　

(税効果会計関係)

　

前事業年度
(平成20年3月31日)

当事業年度
(平成21年3月31日)

１繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

流動資産 　

（繰延税金資産） （千円）
　

　 未払事業税否認額 11,711

　 未払事業所税否認額 5,399

　 賞与引当金否認額 46,372

　 未払賞与否認額 35,205

　 未払法定福利費否認額 10,013

　 貸倒引当金否認額 2,842

　 その他 1,273

　 繰延税金資産合計 112,818
　

固定資産 　

（繰延税金資産） 　
　

　 役員退職慰労引当金否認額 17,517

　 ゴルフ会員権評価損否認額 1,296

　 電話加入権減損損失否認額 622

　 退職給付引当金否認額 1,664

　 長期未払金否認額 7,124

　 ソフトウェア償却限度超過額 872

　 評価性引当額 △1,918

　 繰延税金資産合計 27,178
　

（繰延税金負債） 　
　

　 その他有価証券評価差額金 △6,776

　 繰延税金負債合計 △6,776

　 繰延税金資産純額 20,401
 
 
 

１繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

流動資産 　

（繰延税金資産） （千円）
　

　 未払事業税否認額 8,678

　 未払事業所税否認額 5,434

　 賞与引当金否認額 53,760

　 未払賞与否認額 33,781

　 未払法定福利費否認額 11,062

　 貸倒引当金否認額 3,132

　 その他 1,368

　 繰延税金資産合計 117,217
　

固定資産 　

（繰延税金資産） 　
　

　 役員退職慰労引当金否認額 6,984

　 ゴルフ会員権評価損否認額 1,320

　 電話加入権減損損失否認額 622

　 長期未払金否認額 3,499

　 ソフトウェア償却限度超過額 2,629

　 評価性引当額 △1,942

　 繰延税金資産合計 13,112
　

（繰延税金負債） 　
　

　 その他有価証券評価差額金 △2,777

　 繰延税金負債合計 △2,777

　 繰延税金資産純額 10,335
 
 
 

２法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

　率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の5以下であるた

め注記を省略しております。

２法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

　率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整） 　
　

　
交際費等永久に損金に算入され
ない項目

2.3％

　 住民税均等割等 0.3％

　 その他 △0.2％

　
税効果会計適用後の法人税等の
負担率

43.1％
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(企業結合等関係)

　

前事業年度
(平成20年3月31日)

当事業年度
(平成21年3月31日)

　 　

　該当事項はありません。
 

該当事項はありません。

 

 

(持分法損益等)

　

前事業年度
(平成20年3月31日)

当事業年度
(平成21年3月31日)

　 　

　関連会社がないため記載しておりません。
 

関連会社がないため記載しておりません。
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【関連当事者情報】

前事業年度(自　平成19年4月1日　至　平成20年3月31日)

１　親会社及び法人主要株主等

属性
会社等
の名称

住所
資本金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
（被所有）
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員の
兼任等

事業上
の関係

親会社
株式会社ＤＴ
Ｓ

東京都
港区

6,113
情報サービ
ス事業

被所有
直接50.0

兼任   
    2人

システムソ
リューション
サービス事業
の一部受託及
びＢＰＯサー
ビス事業の受
託

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サービス
(注)1

810,729売掛金 82,271

法人主要
株主

株式会社エヌ
・ティ・ティ
・データ

東京都
江東区

142,520

データ通信
サービス及
びシステム
開発事業等

被所有
直接17.3

 
─

システムソ
リューション
サービス事業
の一部受託

システムソ
リューショ
ンサービス
(注)1

717,191売掛金 68,259

(注) 1.取引条件及び取引条件の決定方針等

システムソリューションサービス・ＢＰＯサービス売上高は、提供するサービスの技術スキル及び業界価

格等を勘案し、国内の同業他社取引先と同様の条件を基本として決定しております。

2.取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んでおります。

　

２　兄弟会社等

属性
会社等
の名称

住所
資本金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

その他の
関係会社
の子会社
 

テルウェル東日
本株式会社

東京都
渋谷区

3,000

Ｎ Ｔ Ｔ グ
ループ会社
等の福利厚
生施設に関
する事業等

被所有
直接8.6

─

システムソ
リューション
サービス事業
の一部受託及
びＢＰＯサー
ビス事業の受
託

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サ ー ビ ス
(注)1

413,623売掛金 79,028

株式会社エヌ・
ティ・ティ・
データ・イント
ラマート

東京都
港区

516

パッケ―ジ
ソフト（イ
ントラマー
ト）の販売
等

─ ─

システムソ
リューション
サービス事業
の一部受託

システムソ
リューショ
ンサービス
(注)1

355,466売掛金 51,139

ドコモ・サービ
ス株式会社

東京都
豊島区

100

ＮＴＴドコ
モの携帯電
話等の料金
業務・与信
業務等

被所有
直接3.4

─

システムソ
リューション
サービス事業
の一部受託及
びＢＰＯサー
ビス事業の受
託

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サ ー ビ ス
(注)1

235,959売掛金 32,663

東日本電信電話
株式会社

東京都
新宿区

335,000

東日本地域
における地
域電気通信
業務及びこ
れに附帯す
る業務、目
的 達 成 業
務、活用業
務

─ ─

システムソ
リューション
サービス事業
の一部受託及
びＢＰＯサー
ビス事業の受
託

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サ ー ビ ス
(注)1

326,230売掛金 96,356
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属性
会社等
の名称

住所
資本金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

その他の
関係会社
の子会社

ドコモ・サポー
ト株式会社

東京都
港区

20

ＮＴＴドコ
モインフォ
メーション
センター及
びメールセ
ンター受託
運営業務等

─ ─

システムソ
リューション
サービス事業
の一部受託及
びＢＰＯサー
ビス事業の受
託

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サ ー ビ ス
(注)1

378,449売掛金 73,557

株式会社ＮＴＴ
東日本－神奈川

神奈川
県横浜
市

37

東日本電信
電話㈱及び
他の会社等
に対する受
託業務等

─ ─

システムソ
リューション
サービス事業
の一部受託及
びＢＰＯサー
ビス事業の受
託

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サ ー ビ ス
(注)1

383,366売掛金 59,917

エヌ・ティ・
ティ東京電話帳
株式会社

東京都
渋谷区

100

タウンペー
ジ ・ イ ン
ターネット
タウンペー
ジなどの広
告販売・製
作編集等

─ ─

システムソ
リューション
サービス事業
の一部受託及
びＢＰＯサー
ビス事業の受
託

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サ ー ビ ス
(注)1

313,670売掛金 26,931

株式会社ＮＴＴ
東日本－東京南

東京都
港区

50

東日本電信
電話㈱及び
他の会社等
に対する受
託業務等

─ ─

システムソ
リューション
サービス事業
の一部受託及
びＢＰＯサー
ビス事業の受
託

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サ ー ビ ス
(注)1

545,828売掛金 88,270

株式会社ＮＴＴ
東日本－埼玉

埼玉県
さいた
ま市

37

東日本電信
電話㈱及び
他の会社等
に対する受
託業務等

─ ─

システムソ
リューション
サービス事業
の一部受託及
びＢＰＯサー
ビス事業の受
託

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サ ー ビ ス
(注)1

224,326売掛金 36,454

株式会社エヌ・
ティ・ティ・ソ
ルコ

東京都
港区

100

テレマーケ
ティング事
業・人材派
遣事業等

─ ─

システムソ
リューション
サービス事業
の一部受託及
びＢＰＯサー
ビス事業の受
託

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サ ー ビ ス
(注)1

197,743売掛金 32,808

(注) 1.取引条件及び取引条件の決定方針等

システムソリューションサービス・ＢＰＯサービス売上高は、提供するサービスの技術スキル及び業界価

格等を勘案し、国内の同業他社取引先と同様の条件を基本として決定しております。

2.取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んでおります。
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当事業年度(自　平成20年4月1日　至　平成21年3月31日)

（追加情報）

　当事業年度から平成18年10月17日公表の、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準委員会　

企業会計基準第11号）及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　企業

会計基準適用指針第13号）を適用しております。

　この結果、従来の開示対象範囲に追加はありません。

　

1　関連当事者との取引

財務諸表提出会社と関連当事者の取引

　（ア）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等に限る。）等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
（被所有）
割合(％)

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

親会社 株式会社ＤＴＳ
東京都
港区

6,113
情報サー
ビス事業

被所有
直接50.0

システムソリューション
サービス事業の一部受託
及びＢＰＯサービス事業
の受託
役員の兼任　　　有

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サービス
（注）1

797,522売掛金 77,157

法人主

要株主

株式会社エヌ・
ティ・ティ・
データ

東京都
江東区

142,520

データ通
信サービ
ス及びシ
ステム開
発事業等

被所有
直接17.3

システムソリューション
サービス事業の一部受託

システムソ
リューショ
ンサービス
（注）1

667,560売掛金 110,125

(注) 1.取引条件及び取引条件の決定方針等

システムソリューションサービス・ＢＰＯサービス売上高は、提供するサービスの技術スキル及び業界価

格等を勘案し、国内の同業他社取引先と同様の条件を基本として決定しております。

2.取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んでおります。

　

　（イ）財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

その他の
関係会社
の子会社
 

テルウェル東日
本株式会社

東京都
渋谷区

3,000

ＮＴＴグ
ループ会
社等の福
利厚生施
設に関す
る事業等

被所有
直接8.6

システムソリューション
サービス事業の一部受託
及びＢＰＯサービス事業
の受託

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サ ー ビ ス
（注）１

648,490売掛金 90,194

株式会社エヌ・
ティ・ティ・
データ・イント
ラマート

東京都
港区

516

パッケ―
ジソフト
（イント
ラ マ ー
ト）の販
売等

─
システムソリューション
サービス事業の一部受託

システムソ
リューショ
ンサービス
（注）１

418,888売掛金 66,752

ドコモ・サービ
ス株式会社

東京都
豊島区

100

ＮＴＴド
コモの携
帯電話等
の料金業
務・与信
業務等

被所有

直接3.4

システムソリューション
サービス事業の一部受託
及びＢＰＯサービス事業
の受託

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サ ー ビ ス
（注）１

211,655売掛金 44,078
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種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

その他の
関係会社
の子会社

東日本電信電話
株式会社

東京都
新宿区

335,000

東日本地域
における地
域電気通信
業務及びこ
れに附帯す
る業務、目
的 達 成 業
務、活用業
務

─

システムソリューション
サービス事業の一部受託
及びＢＰＯサービス事業
の受託

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サービス
（注）１

568,077売掛金 119,001

ドコモ・サポー
ト株式会社

東京都
港区

20

ＮＴＴド
コモイン
フォメー
ションセ
ンター及
びメール
センター
受託運営
業務等

─

システムソリューション
サービス事業の一部受託
及びＢＰＯサービス事業
の受託

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サ ー ビ ス
（注）１

469,204売掛金 82,395

株式会社ＮＴＴ
東日本－神奈川

神奈川
県横浜
市

37

東日本電
信電話㈱
及び他の
会社等に
対する受
託業務等

─

システムソリューション
サービス事業の一部受託
及びＢＰＯサービス事業
の受託

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サ ー ビ ス
（注）１

461,952売掛金 88,026

株式会社ＮＴＴ
東日本－東京南

東京都
港区

50

東日本電
信電話㈱
及び他の
会社等に
対する受
託業務等

─

システムソリューション
サービス事業の一部受託
及びＢＰＯサービス事業
の受託

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サ ー ビ ス
（注）１

459,742売掛金 74,904

株式会社ＮＴＴ
東日本－埼玉

埼玉県
さいた
ま市

37

東日本電
信電話㈱
及び他の
会社等に
対する受
託業務等

─

システムソリューション
サービス事業の一部受託
及びＢＰＯサービス事業
の受託

システムソ
リューショ
ンサービス
及びＢＰＯ
サ ー ビ ス
（注）１

213,319売掛金 40,680

(注) 1.取引条件及び取引条件の決定方針等

システムソリューションサービス・ＢＰＯサービス売上高は、提供するサービスの技術スキル及び業界価

格等を勘案し、国内の同業他社取引先と同様の条件を基本として決定しております。

2.取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んでおります。

　

2　親会社又は重要な関連会社に関する注記

（1）親会社情報

株式会社ＤＴＳ（東京証券取引所に上場）

　

（2）重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

項目
前事業年度

(自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日)

当事業年度
(自　平成20年4月 1日
至　平成21年3月31日)

　 　 　

1株当たり純資産額 92,963円68銭 99,595円94銭

1株当たり当期純利益 10,668円57銭 10,502円17銭

　

　なお、潜在株式調整後1株当たり当
期純利益については、潜在株式が存
在しないため、記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後1株当たり当
期純利益については、潜在株式が存
在しないため、記載しておりません。

　

(注)　算定上の基礎

１.１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度末

(平成20年3月31日)
当事業年度末

(平成21年3月31日)

純資産の部の合計額(千円) 2,007,085 2,150,276

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) ─ ─

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 2,007,085 2,150,276

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普
通株式の数（株）

21,590 21,590

　

２.１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日)

当事業年度
(自　平成20年4月 1日
至　平成21年3月31日)

損益計算書上の当期純利益(千円) 229,753 226,741

普通株式に係る当期純利益(千円) 229,753 226,741

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 21,535 21,590

　

(重要な後発事象)

　

前事業年度
(自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日)

当事業年度
(自　平成20年4月 1日
至　平成21年3月31日)

 

──────

 

──────
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⑤ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

有価証券の金額が資産の総額の100分の1以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記

載を省略しております。

　

【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 13,565 ─ ─ 13,565 9,216 935 4,348

　工具、器具及び備品 23,567 269 2,34521,490 18,1711,229 3,319

有形固定資産計 37,132 269 2,34535,055 27,3872,165 7,668

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　ソフトウェア 13,455 ─ ─ 13,455 13,455 140 ─

　電話加入権 2,839 ─ ─ 2,839 ─ ─ 2,839

無形固定資産計 16,295 ─ ─ 16,295 13,455 140 2,839

(注) 　当期増加額の主なものは次のとおりであります。

工具、器具及び備品 パソコン及びプリンター 269千円 　

　 　 　 　

　

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

該当事項はありません。

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 6,984 713 ─ ─ 7,697

賞与引当金 113,937 132,090 113,937 ─ 132,090

役員賞与引当金 8,000 7,000 8,000 ─ 7,000

役員退職慰労引当金 43,040 8,460 34,340 ─ 17,160
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

　

①　資産の部
　

a　現金及び預金

区分 金額(千円)

現金 161

預金 　

　普通預金 673,941

　定期預金 1,000,000

　別段預金 205

計 1,674,146

合計 1,674,307
　

b　売掛金

イ　相手先別内訳

相手先 金額(千円)

東日本電信電話株式会社 113,666

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 110,125

テルウェル東日本株式会社 90,194

株式会社ＮＴＴ東日本─神奈川 88,026

ドコモサポート株式会社 82,395

その他 833,358

合計 1,317,767
　

ロ　売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

期首残高(千円)

(Ａ)

当期発生高(千円)

(Ｂ)

当期回収高(千円)

(Ｃ)

当期末残高(千円)

(Ｄ)

回収率(％)
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

1,196,1499,347,0869,225,4681,317,767 87.5 49.1

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。
　

c　仕掛品

区分 金額(千円)

システム請負工事 8,094

合計 8,094
　

d　貯蔵品

区分 金額(千円)

帳票用紙等未使用分 1,483

合計 1,483
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②　負債の部

　

a　買掛金

相手先 金額(千円)

株式会社ネオ・ネットワン 15,970

株式会社ＯＰＥＮＭＡＲＫＥＴＳ 9,889

株式会社ニューメディア総研 8,559

リミックス・オンライン株式会社 8,254

オットシステム株式会社 7,808

その他 136,904

合計 187,388

　

b　未払金

相手先 金額(千円)

スタッフ及びパートナー社員 311,211

従業員 105,918

社会保険料 46,253

Ｂフレッツ販売委託業務協力会社負担分 6,224

株式会社三恵クリエス 2,846

その他 28,021

合計 500,475

　

EDINET提出書類

データリンクス株式会社(E05681)

有価証券報告書

58/65



(3) 【その他】

当事業年度における各四半期会計期間に係る売上高等

　 第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

　
  （自 平成20年 4月 1日

    至 平成20年 6月30日）

  （自 平成20年 7月 1日

    至 平成20年 9月30日）

  （自 平成20年10月 1日

    至 平成20年12月31日）

  （自 平成21年 1月 1日

    至 平成21年 3月31日）

売上高　　　　　　　（千円） 2,187,229 2,196,358 2,280,955 2,237,379

税引前
四半期純利益金額　　（千円） 86,510 70,072 140,665 101,126

四半期純利益金額　　（千円） 48,043 39,855 79,924 58,918

1株当たり
四半期純利益金額　　　（円） 2,225.25 1,846.02 3,701.93 2,728.97
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 4月1日から3月31日まで

定時株主総会 毎事業年度末の翌日から3ケ月以内

基準日 3月31日

剰余金の配当の基準日 9月30日、3月31日

１単元の株式数 　―

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所 　―

　　株主名簿管理人 　―

　　取次所 　―

　　買取手数料 　―

公告掲載方法

電子公告により行います。

ただし、やむを得ない事由により、電子公告によることができない場合は、

日本経済新聞に掲載し行います。

なお、電子公告は当社ホームページに掲載し、そのアドレスは以下のとおりです。

　　　　http://www.datalinks.co.jp/

株主に対する特典 なし
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の7第1項に規定する親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1)
  

有価証券報告書
及びその添付書類　

事業年度
(第26期)

自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日

　
平成20年6月19日
関東財務局長に提出。

(2)
  

四半期報告書
　

第27期
第１四半期

自　平成20年4月 1日
至　平成20年6月30日

　
平成20年8月12日
関東財務局長に提出。

　 　
第27期
第２四半期

自　平成20年7月 1日
至　平成20年9月30日

　
平成20年11月12日
関東財務局長に提出。

　 　
第27期
第３四半期

自　平成20年10月 1日
至　平成20年12月31日

　
平成21年2月10日
関東財務局長に提出。

(3)
  

四半期報告書
の確認書

第27期
第１四半期

自　平成20年4月 1日
至　平成20年6月30日

　
平成20年8月12日
関東財務局長に提出。

　 　
第27期
第２四半期

自　平成20年7月 1日
至　平成20年9月30日

　
平成20年11月12日
関東財務局長に提出。

　 　
第27期
第３四半期

自　平成20年10月 1日
至　平成20年12月31日

　
平成21年2月10日
関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成20年6月17日

データリンクス株式会社

取締役会　御中

新日本監査法人

　

指 定  社 員
業務執行社員

　 公認会計士　　石　　塚　　達　　郎　　㊞

　

指 定  社 員
業務執行社員

　 公認会計士　　松　　本　　正 一 郎　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられているデータリンクス株式会社の平成19年4月1日から平成20年3月31日までの第26期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表

について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、データリンクス株式会社の平成20年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 (※)１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

　２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　

平成21年6月25日

データリンクス株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　松　　本　　正 一 郎　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　谷　　口　　公　　一　　㊞

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられているデータリンクス株式会社の平成20年4月1日から平成21年3月31日までの第27期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表

について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、データリンクス株式会社の平成21年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、データリンクス株

式会社の平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及

び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統

制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を

完全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、データリンクス株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効である

と表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制

の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 (※)１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

　２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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